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Abstract
This paper recognized the Japanese consume co-operative movement in the period of high 
economic growth as the prototype of the modern social business and consider its continuity. 
For consideration, this paper focus on the formation process of the Tatsumi Danchi Co-op, 
which was established in 1970 by the residents of housing complex in Tokyo metropolitan area. 
In that period Japan had experienced high economic growth and many people had moved to 
Tokyo metropolitan area to get job. While the supply of housing had proceeded rapidly, the 
development of life infrastructure that supports the lives of residents had been insufficient. 
Especially the height of the prices of food due to the lack of grocery store was plagued many 
of the residents. In order to solve this problem, residents themselves had established a co-op 
and formed unique business model that purchased goods in its own route and sold them to 
members is considered as the innovation of the consumer movement of Japan. By in detail 
study of the process of establishing a co-op to solve the problem of the residents themselves 
facing, it is possible to confirm the continuity of the modern cooperative movement and node 















日本における最初の生協 2）は 1879 年に東京で設立された共立商社、そして共益社であると
され、その後大阪共立商店、神戸商議社共立商店が相次いで設立される（日生協 50 周年歴史
編纂室編、2003: p15）。これら第 1 期の生協運動は当時の物価高騰に対する対抗として米、薪
炭等の生活必需品の供給を行うがその規模は小さく、1880 年代前半にはその多くが消滅する。
それに次ぐ第 2 期は労働者を主体とした「共働店」が鉄工組合など労働組合運動を基礎に東京、
横浜をはじめ約 15 の都市で形成される。経営的な未熟さと、1900 年成立の治安警察法が労働
組合運動に深刻な打撃を与えたことから、また多くの生協が衰退していく 3）。そしていくつか







第 2 次世界大戦の終戦後、1946 年から 47 年にかけては雨後の筍のように生協が設立され
る。1947 年には組合数 6503、組合員数 297 万人に達する。これらの生協は地域・職域とも主
たる目的は食料の確保であった。例えば 1946 年 5 月に設立された下馬三丁目生協は、住民の


















年代には生協設立が拡大、70 年代を通じて全国で 128 の生協が新設された。1970 年に 312 万

















































去し東京築港を進める計画は、3 期にわたる隅田川口改良計画へと至る。この工事は 1935 年
の竣功まで巨額の工費を投じて実施された。この過程、特に第 3 期の改良工事において計画さ
れたのが大規模な埋立工事である 4）。これによって造成された土地は、港湾施設に供する以外











第二次世界大戦により東京港の都有港湾施設の約 90% は GHQ によって接収される。東京回
漕協会及び都議会を中心にその解除運動が展開されていく中で、順次返還がなされ、1959 年
までに岸壁全域の接収が解除されることとなる。返還に並行して実施された「東京港港湾計画」









を目標とし 100 万戸の住宅建設を推し進めた。この計画の下に都営辰巳団地は、1967 年から
1969 年にかけて施行された中層（5 階建て）中心の大規模団地（3326 戸）である。また、同




















入居開始後間もない 1970 年 2 月、自治会による第二回対都交渉のテーマは、バス路線の新設・
拡充、港湾局管理地域の大気汚染問題、そして後述の辰巳団地生協の店舗取得に関してであっ
た。特にバス路線に関しては、「…朝夕のラッシュ時にはバスに乗れず、東雲まで歩く人もい




次いで 1971 年には、地下鉄 8 号線（現・東京メトロ有楽町線）の延伸計画に対して、辰巳
への駅誘致を求めること、工場規制、駐車場の設置などが加えて要望項目に上る（辰巳団地広















がゆえに他の選択肢を持ちにくいということから生まれた。約 3300 戸、1 万人の住民に対して、






に妨害は始まったという（『東京タイムス』1971 年 2 月 9 日）。辰巳団地生活協同組合設立準
備会の機関誌『物価と生活』の第 1 号の発行は 1970 年 1 月 10 日、3 月の設立総会までに急ピッ
チでの準備が続く。第 3 号（1 月 30 日発行）に掲載されたその設立趣意書には、以下のよう
な記述がある；






この設立趣意書に対して、2 月 10 日までに 1703 名の住民による賛成署名を集める。その後
街区ごとに代表者会議を開き、住民の意見を聴きながら設立準備を続ける。同年 3 月 5 日、辰
巳小学校 8）において創立総会を開催。1070 名の組合員に対して 750 名の出席（委任状含む）
を得て開かれ、4 月 3 日には都知事認可、4 月 23 日には法人登記を行い法人化する。この認
可においては東京都経済局消費経済部の「全面的な応援」（『東京タイムス』1971 年 2 月 11 日）
があったという。
辰巳団地生協の当面の目標は、団地内に 100 坪の店舗を開店することであった。辰巳団地の









題を解決したのは当時の美濃部亮吉知事の「ツルの一声」（『東京タイムス』1971 年 2 月 14 日）
であったという。結果、辰巳団地生協の店舗開設を要望するという意向が経済局から住宅局へ





示即売会を実施する事業である。1970 年 5 月 31 日に行われた生鮮品の即売会では、市価より
も 3 割程度安く鮮度も良いということで、仕入れた「二トンが一時間で売り切れ」（『毎日新
聞』1970 年 6 月 1 日）と好評を博した。もう一つの事業はドライ品を中心とした「計画購入」
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表 1：創設から辰巳団地生協（たつみ生協）のあゆみ
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点とする 3 生協は 1988 年に合併し、E コープとしてあらたなスタートを切る。次いで、東京
都の市部で展開していたタマ消費生協、北多摩生協、ふれあい生協（旧：調布生協）、西多摩












































































1998 年 3 月に成立、同年 12 月に施行される。このような社会の動きに対して、具体的な連携




































































4） 隅田川口改良第三期工事により開発された埋立地には、一号地（海岸通 1 丁目）、二号地（海岸通 2 丁目）、
三号地（高浜町）、四号地（晴海町）、五号地（豊洲）、六号地（東雲）、七号地（東雲地先）の計 363 平方
キロメートルにおよぶものであった。さらに 1930 年の東京市議会での議決により、さらに八号地〜一二
号地の造成が計画された。現在の辰巳は 7 号地と 12 号地に跨っている。
5） 1958 年竣工、15 棟 669 戸からなる大規模団地。このうち高層棟（10 階建）は前川國男がル・コルビュ
ジエによるユニテ・ダビタシオンを意識して設計した。老朽化により建て替えられ、現在は晴海アイラン
ドトリトンスクエアが建設されている。
6） 24 店の構成は以下のとおり（1969 年 11 月、『辰巳団地広報（仮称）』創刊号より）； 鮮魚 2、精肉・惣菜 2、





会は都に働きかけを続け、1972 年 1 月に退去命令を出すに至るが、問題は沈静化しなかった（『辰巳団地
広報』第 21 号、1972 年 2 月 1 日）。
8） 辰巳小学校は辰巳団地専用の学校として団地の建設と同時に建てられ、1968 年 9 月開校。児童数は
1971 年度に 1,238 名・31 教室、1972 年度には 1487 名・36 教室と増加を続け、音楽室や図書室を普通教室
に転用せざるを得ないなどの状況もあった（『辰巳団地広報』第 20 号、1972 年 1 月 1 日）。その後 1973 年












10） パルシステム生活協同組合連合会は 13 の会員生協によって形成され、会員の総事業高は 2,163.9 億円、
連合会供給高が 1,459.6 億円。その事業エリアは 1 都 11 県（宮城県／福島県／茨城県／栃木県／群馬県／ 
埼玉県／千葉県／東京都／神奈川県／新潟県／山梨県／静岡県）に広がり、189.8 万人の組合員がいる（2015
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